
交付金事業実施状況報告及び推進事業実績報告並びに基金事業実施状況報告及び活性化事業実績報告について

１．今年度に都道府県及び市町村が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等）

（単位：円）

２．消費者行政決算見込み額及び今年度の支出等額

（単位：円）

↑常勤化、定員増反映後

↑常勤化、定員増反映後

支出等割合

85,932,483       

73,213,851       52,388,960       

-                       -                       

124,010,851                                                               

-                     

支出等額（先駆的事業（交付金）を除く。）

48                                                                    

48                                                                    

％ ％

48                    ％

都道府県決算（見込み）

管内市町村決算（見込み）

259,194,174                                                               消費者行政決算総額（見込み）

支出等額

48                    

支出等割合（先駆的事業（交付金）を除く。）

125,602,811                                                               

30,554,172          30,554,172       

6,754,810         

都道府県 市町村 合計

337,961              2,023,385           2,361,346         

事業名（事業メニュー）

-                       -                     

125,602,811                                                               

-                       -                     

125,602,811     

4,054,720           

-                       

-                       

合計

70,175,800          

１.消費生活相談機能整備・強化事業
※都道府県は被災４県のみ

２.消費生活相談員養成事業

４.消費生活相談体制整備事業

135,183,323                                                               

うち、先駆的事業 -                       

-                     

2,700,090           

６.地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業

５.市町村の基礎的な取組に対する支援事業

15,756,683          

-                       

３.消費生活相談員等レベルアップ事業

７.消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受託事務

別　紙

％



３．消費生活相談員養成事業

①参加者総数 ①参加者総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③参加自治体 ③参加自治体

①実地研修受入総数 ①実地研修受入総数

②年間研修総日数 ②年間研修総日数

③実地研修受入自治体 ③実地研修受入自治体

４．消費生活相談体制整備事業

人 人時間／年

人 人時間／年

人

人

人 円

人 円

人日

人日

事業実施自治体

法人募集型

自治体参加型

管内全体の研修参加・受入（実績）

人

人日

事業実施自治体

人

県

実施形態 管内全体の研修参加・受入要望（事業計画）

人

人日

追加的総業務量（総時間）
対象人員数

（勤務時間、日数等の拡大）

管内市町村 32,267

24

盛岡市、花巻市、北上市、久慈市、遠野市、一関市、二戸市、八幡平市、奥州市、雫石町

人

県

45,565,142

管内市町村

24

対象人員数
（報酬引上げ）

管内市町村

対象人員数計 追加的総費用

県 0



５．都道府県が実施した推進事業及び活性化事業（交付金等） （単位：円）

⑯消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

事業名（事業メニュー）

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度
までの充実・強化が対象。

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

事業計画

28年度
補正予算

29年度
本予算

基金
（交付金相当分）

事業（実績）の概要

合計

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

1,333,294

事業経費

337,961

615,501

市町村訪問の実施

7,372,000 3,211,462 

相談員等の研修参加支援

・窓口高度化事業の実施
・放射性物質検査の実施（人件費分）
・リスクコミュニケーション、出前講座の実施
・首都圏の量販店において物産フェア等を開催する市町村や団体へ
の補助、雑誌等の掲載、リーフレットの作成、フェア等の実施
・高齢者被害防止のための注意喚起や広報啓発の実施

・消費者教育推進専門員を配置し、教員向け啓発セミナーを実施
・障がい者等の金銭管理支援研究会等の研究成果を情報提供
・暮らしのセーフティーネットキャンペーン事業実施
・消費生活に関する意識調査の実施
・地域見守り体制整備促進のための市町村支援
・ICTを活用した授業の実施と情報モラルに関する研修の開催

777,600

放射性物質検査の実施

レベルアップ講座の実施

事業の実績

29年度
本予算

28年度
補正予算

基金
（交付金相当分）

事業経費
交付金等対象経費

347,000 337,961347,000

1,575,000 299,000 1,276,000 1,574,220 240,926

1,235,000 253,000 982,000 1,125,870 201,164 924,706

58,676,000 57,048,000 978,000 650,000 56,335,098 54,939,997

14,247,000

37,750

6,594,4007,849,000 6,394,000 13,809,952 7,210,552

38,000 38,000 37,750

交付金等対象経費

62,630,389 3,255,000 73,220,851 76,118,000 65,487,000 7,372,000 



６．推進事業及び活性化事業（都道府県実施分）の実績詳細

７．消費生活相談員養成事業の研修参加、実地研修受入実績（都道府県実施分、該当する場合に記載）

研修参加・受入

実地研修受入人数

⑭地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
駆的事業）

需用費、役務費、備品購入費

⑯消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑤消費生活相談員養成事業（研修開催）

⑥消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト等）
※被災４県のみ

研修参加・受入要望

①消費生活相談機能整備・強化事業（増設・拡充）
※被災４県のみ

実施形態

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

実地研修受入希望人数

人

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（事
業者指導や法執行等）

事業名（事業メニュー）

⑩市町村の基礎的な取組に対する支援事業

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（地
域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

対象経費（実績）

⑨消費生活相談体制整備事業
※被災４県は本年度の新規分も対象。それ以外は、平成24年度
までの充実・強化が対象。

年間研修総日数

法人募集型

人

人

人日

委託料

参加者数

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
※被災４県のみ

実績

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（消
費者の安心・安全を確保するための取組）

年間研修総日数

・委託料
・賃金、共済費、旅費
・旅費、役務費、使用料
・旅費、役務費、委託料、使用料、補助金
・需用費、委託料

自治体参加型

参加希望者数

⑧消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援） 旅費、負担金

・報酬、共済費、報償費、旅費、需用費、食糧費、役務費、使用料
・旅費、需用費、役務費
・委託料
・委託料
・旅費、使用料
・報償費、旅費、役務費、備品購入費

⑮地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先
進性・モデル性の高い事業）

人日

人日

・消費生活相談窓口高度化事業で弁護士無料相談を実施した。
・食品の放射性物質汚染に対する県民の不安を解消するため、放射性物質検査
を実施した
・食の安全・安心に関する県民理解を増進するため、リスクコミュニケーション（４
回）、出前講座（41回）を実施した
・首都圏の量販店において、物産フェア等を開催する市町村や生産者団体等
（15市町村・13団体）に対し補助を実施した他、雑誌等による情報発信やリーフ
レットの作成、食の安心・安全に関するPRイベントを実施した
・高齢者被害防止のためコールセンターを設置するとともに、チラシ配布や音声
案内装置での注意喚起を行った

人

事業計画

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）
※被災４県のみ

国セン等主催の各種研修に派遣し、相談員等のレベルアップを図った

レベルアップ講座を実施し、相談員等のレベルアップを図った

・消費者教育教育推進専門員を配置し、教員向け啓発セミナーの実施と先進事
例調査、訪問活動を実施した
・H26年度実施した障がい者金銭管理支援研究会等の研究成果を関係者に情
報提供を行った
・暮らしのセーフティーネットキャンペーンで各種メディアを使った広報を行った
・今後の消費者教育推進のため消費生活に関する意識調査を行った
・地域見守り体制の整備状況を市町村を訪問し確認するとともに設置に向けた働
きかけを行った
・ICTを活用した授業を実施するとともに、情報モラル教育指導者養成研修を開
催した

年間研修総日数 人日

旅費、使用料

年間研修総日数

事業強化・機能強化の成果

野生山菜及び野生きのこに含まれる放射性物質検査を実施した(72検体)

・広域圏毎に担当職員及び相談員を設置し、市町村訪問により支援を行った



８．今年度に管内の市町村が実施した推進事業及び活性化事業の総額（交付金等） （単位：円）

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

合計

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

⑧消費生活相談体制整備事業

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

盛岡市、花巻市、北上市、久慈市、遠野市、一関市、二戸市、八幡平市、奥州市、雫石町

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）

49,468,000

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

事業名（事業メニュー）

600,000

実施市町村

4,020,000

盛岡市、宮古市、花巻市、北上市、久慈市、遠野市、一関市、陸前高田市、釜石市、二戸市、
奥州市、葛巻町、矢巾町、山田町、岩泉町、普代村、九戸村、洋野町

8,947,172

7,414,000

152,000

281,000

15,909,983

3,977,940

1,593,000 6,635,000 6,560,518

3,559,000

21,607,00049,220,200

16,362,000

411,000

200,000

8,921,000 21,607,000

1,593,0007,122,165

489,590 281,000金ケ崎町 200,000

72,843,000 

504,000

71,885,777 17,058,737 23,400,000 11,930,223 23,400,000 12,083,000 

408,400

132,500152,000

1,723,385

3,513,820

132,500

300,000

1,737,000 1,737,000 1,728,277

427,287 300,000

事業計画

28年度
補正予算

29年度
本予算

28年度
補正予算

事業の実績

交付金等対象経費

金ケ崎町

29年度
本予算

事業経費

交付金等対象経費

基金
（交付金相当分）

盛岡市、花巻市、一関市、奥州市

事業経費
基金

（交付金相当分）

盛岡市、宮古市、花巻市、北上市、久慈市、遠野市、一関市、二戸市、洋野町

盛岡市

17,327,000 



９．推進事業及び活性化事業（管内市町村実施分）の実績詳細

金ケ崎町）奥州市の消費生活相談室で金ケ崎町民もいつでも相談できる体制を整えた。

④消費生活相談機能整備・強化事業（苦情処理委員会）
⑤消費生活相談員養成事業（研修参加支援）

⑥消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修開催）

事業名（事業メニュー）

①消費生活相談機能整備・強化事業（新設・増設・拡充）

②消費生活相談機能整備・強化事業（専門家の活用）

⑦消費生活相談員等ﾚﾍﾞﾙｱｯﾌﾟ事業（研修参加支援）

盛岡市）消費生活相談員を1名配置した。
花巻市）消費生活相談員5人による相談体制で、あっせん・助言を実施した。
北上市）非常勤の消費生活相談員を2名増員、勤務日数拡大1名を増員し、複雑化する相談に対応した。
久慈市）久慈広域市町村の相談業務体制を整えるため、H23年度から継続して相談員3名を任用した。
遠野市）消費生活相談員の人件費確保により、2人任用することができた。
一関市）消費生活相談員を一関及び千厩相談室に２名ずつ計４名配置した。
二戸市）消費生活相談員3名により、二戸管内（二戸・一戸・軽米・九戸）住民の消費生活に関する相談を受け付けた。また、PIO-NETへの
　　　　　　迅速な入力が行えた。
八幡平市）消費生活相談員（1名）を配置し、相談の強化、啓発等を行った。
奥州市）消費生活相談員１名の勤務時間を週3日から週5日に拡大した。
雫石町）複雑多岐にわたる相談に対応するため、消費生活相談員を雇用し、相談窓口の体制強化を図った。

③消費生活相談機能整備・強化事業（商品テスト）

事業強化・機能強化の成果の概要

⑧消費生活相談体制整備事業

盛岡市）専門事例講座等を14回参加し、スキルアップが図られた。
宮古市）スキルアップ講座10回、レベルアップ講座8回、国セン研修会等に参加し実務能力の向上が図られた。
花巻市）行政職員：高齢者見守りに係る実務的な知識等を取得するための研修に参加した。（国民生活センター研修等）
　　　　　消費生活相談員：消費生活相談に係る専門的な知識や相談技術を習得するための研修に参加し、スキルアップが図られた。
　　　　　（国民生活センター研修等）
北上市）国民生活センター主催研修会へ参加（7回）、県民生活センター主催の研修会参加（17回）、その他研修会へ参加（6回）
久慈市）消費生活相談員が国センや消費生活相談員協会等主催の研修会に参加するための旅費及び教材費を支援した。
遠野市）消費者行政職員が研修会に参加したことによりレベルアップが図られた。
一関市）消費生活相談員が国民生活センター主催の研修等に参加した。
二戸市）消費生活相談員3名の資質向上のための研修参加にかかる旅費、資料代を支援した。
洋野町）レベルアップ講座に1回参加した。

盛岡市）食の安心安全が図られた。
花巻市）一般食品、湧水、肥料等の放射性物質測定検査を随時受け入れ実施した。
一関市）消費者庁より貸与された放射性物質検査機器により放射性物質検査を実施した。
奥州市）放射性物質の検査に使用する消耗品を購入するとともに、測定機器の保守点検を行い食品の検査を行うことが出来た。

盛岡市）講師を招聘し、相談員研修会を３回開催し、相談員のレベルアップが図られた。



10．今年度の推進事業支出予定額 11．今年度の基金取崩し実績額

　 　

⑭消費者安全法第46条第２項の規定に基づく法定受託事務

⑩地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（地域の多様な主体等との連携の強化を図るための事業）

うち管内の市町村合計

交付金分

うち都道府県

⑫地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業（先駆的事
業）

金ケ崎町）平成29年度から新たに地域見守り推進員を１名配置した。地域見守りのリーフレットを購入し、各地区センターに配布し
消費者の啓蒙を図った。消費者啓蒙チラシを作成し全戸配布を行った。地域の見守りネットワーク推進のための研修に３名参加した。

3,211,462                        

円

70,002,389            円

⑪地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（事業者指導や法執行等）

110,461,126           

⑨地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（消費者の安心・安全を確保するための取組）

うち都道府県

15,141,685                      円

円40,458,737            

⑬地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業
（先進性・モデル性の高い事業）

円

円

盛岡市）法律相談を9回開催でき、消費生活トラブルの解決が進んだ。広域消費者講座・出張相談を30回開催でき、知識の普及等が
　　　　　　図られた。教育啓発冊子の購入や啓発紙の印刷を行い、知識の普及が図られた。放射性物質測定員1名を配置した。
宮古市）高齢者と若者を対象とする悪徳商法に関する資料を作成した。また、消費生活に関する展示などを充実させ、消費者被害の
　　　　　未然防止を図った。
花巻市）高度な法的見解等を必要とする弁護士等による法律無料相談会を開催（消費生活相談員からの相談引継ぎ、代理相談
　　　　　　への対応など、相談者の利便性を向上）。消費者トラブルに係る啓発として、FMを通じた広告啓発を実施するとともに、
　　　　　　啓発資料を作成し、出前講座へ活用した。一般食品、湧水、肥料等の放射性物質測定検査を随時受け入れ実施した。
北上市）消費者教育のためのリーフレットを２種購入し小学５年生と中学２年生に配布した。被害防止のための出前講座資料を作成した。
久慈市）地域リーダー養成及び消費者教育推進のため「消費者力アップ講習会」を全7回開催した。また、久慈地域市町村に向け、
　　　　　　消費生活センターの周知・啓発を行った。久慈広域市町村の成人式において消費生活センター啓発グッズ等を配布した。
遠野市）消費者被害防止パンフレットを作成し全戸配布を行い、啓発物品を購入し出前講座の際に配付し、消費相談窓口の住民周知
　　　　　　を図った。
一関市）消費生活出前講座を開催し、消費者の問題解決力の強化を図った。弁護士無料相談を月１回、年１２回開催した。
陸前高田市）弁護士を仮設住宅に派遣し相談会を行った。市役所で1か月に1回弁護士無料相談会を行った。
釜石市）啓発物品及び冊子を配布し、新社会人となる学生の消費者問題への関心・意識を向上させた。
二戸市）消費者被害防止用チラシの全戸配布を行った。また啓発グッス、DVDにより被害防止に努めた。
奥州市）地域団体への出前講座でリーフレット等の配布を実施したほか、小学生を対象とした出前講座を実施し、消費者教育を
　　　　　拡大することがをできた。さらに消費生活に関する留意事項を市広報誌に掲載し、広く啓発することが出来た。
葛巻町）悪質商法や高齢者を狙った振込詐欺など様々な手口の理解を深めるため、だましの手法を記載した注意喚起パンフレットを配布し、
　　　　　消費者被害防止を図った。
矢巾町）啓発チラシを配布することで、悪徳商法に関して考える機会が増加した。
山田町）悪質商法など消費者被害防止のため、啓発資料等を住民に広く配布し啓発を図った。
岩泉町）消費者問題解決のために消費者啓発用リーフレットを購入し成人式で配布した。悪徳商法、詐欺の手口や対処方法等の
　　　　　消費生活の知識を得ることで、消費者トラブルの防止対策につながっている。
普代村）還付金を理由にした振り込め詐欺に関するリーフレットを配布し住民の意識・消費者力向上が図られた。
九戸村）消費者被害防止啓発用品を住民に配布した。
洋野町）啓発用リーフレットを町内全世帯に配布した。

11,930,223                      

交付金相当分

うち管内の市町村合計



12．消費者行政決算見込み額（１）

13．消費者行政決算見込み額（２）

円

円

円

円

167,030,688       

34,591,877        

41,427,877        

円

36,213,418       

円円

円

92,163,486          

30,854,172           

うち管内市町村

④③を含めた交付金等対象外経費

うち都道府県

うち管内市町村

うち都道府県

円

うち交付金等対象の賃料、人件費等

③都道府県全体の消費者行政決算見込み総額 92,163,486          

うち交付金等対象経費

うち交付金等対象経費

259,194,174          

円

円円61,090,844

48,202,486

135,183,323          円 円

対平成２０年度差

円

今年度

48,202,486          

円

円

円 50,797,000

円

45,888,500円

円

円円

43,961,000          

43,961,000

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

うち交付金等対象の賃料、人件費等

円

前年度平成２０年度

30,854,17236,213,418 円

②都道府県の管内の市町村の消費者行政決算見込み総額

円

-                      

124,010,851          

うち交付金等対象外経費

うち都道府県

うち都道府県

⑤消費者行政予算総額に占める交付金等支出額割合

円

うち交付金等対象の賃料、人件費等

うち先駆的事業

うち交付金相当分取崩対象外経費 67,911,882

38.8

円

82,794,363

129,002,726     

①都道府県の消費者行政決算見込み額 110,497,487     

64,608,987

円

円

円

-97,020            

-8,701,884        

円

円

6,180,597          

円

円

円

円

円円

円

円

6,836,000          

52,388,960           

-                      

-                      

14,882,481        

59.0

％

19,790,981        

円

-5,359,246        

円

-                      

-5,359,246        

円4,908,500          

円

円

19,693,961        

48.5

うち管内市町村

円

うち交付金等対象経費

円円

73,213,851           円

対前年度差

8,604,864          

円

-                      

80,049,851        

円

86,980,837        

-                      

13,513,364        

-                      

％

うち交付金等対象外経費

50,797,000          

円

うち都道府県

①定数内の消費者行政担当者数（平成20年度末時点） -                       

うち管内市町村

②定数内の消費者行政担当者数（今年度末時点） 人

うち管内市町村

人

％

82,794,363          

人

円

-                       

239,500,213     

うち先駆的事業

125,699,831     

うち先駆的事業

円

人

③定数内の消費者行政担当者の人件費（想定） -                       

円

円

円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

円

円

うち交付金等対象の常勤職員の時間外勤務手当

人

円

人

-                    

円

円

円

円

133,591,363        

133,591,363          

-                         円

円

125,602,811          

-                         

113,800,382     

-                    

円

円

円

円 円



14．基金の管理（実績）

15．都道府県の消費生活相談員の配置について

16．都道府県の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

円

円

円

今年度末の予定基金残高（交付金相当分）
　（※出納整理後の額を記載）

3,741,127                              

今年度の基金積戻し額（交付金相当分）

うち定数内の相談員

2                                          

15,141,685                            

設置当初の基金残高（交付金相当分） 362,700,000                          

人

今年度末実績 相談員総数 7

相談員総数

人

相談員総数

人

うち定数外の相談員

うち委託等の相談員 前年度末

前年度末

①報酬の向上

人 今年度末実績相談員総数

④その他

人前年度末

円

消費生活相談員の配置 7

2,350                                    

今年度末実績

前年度末の基金残高（交付金相当分）

相談員総数

相談員総数 7

相談員総数

円

円今年度の基金取崩し額（交付金相当分）

今年度の基金運用収入予定（交付金相当分）

人

人

相談員総数 7

前年度末 今年度末実績

人

18,880,460                            

処遇改善の取組 具体的内容

②研修参加支援

③就労環境の向上

国民生活センター主催等の研修参加費用の支援



17．管内市町村の消費生活相談員の配置について

18．今年度の管内の市町村の相談員の処遇改善に向けた取組（実績）

人相談員総数

人

相談員総数42 人

人

相談員総数

今年度末実績

うち委託等の相談員

今年度末実績

前年度末

うち定数外の相談員 42前年度末

人 今年度末実績

消費生活相談員の配置 人

盛岡市）月額報酬を600円増額したもの。
花巻市）平成25年4月1日より、通勤距離に応じ報酬を割増支給している（上限8,100円/月額）
　　　　　平成27年4月1日より、月額報酬額を引き上げている（月額146,000円から154,000円に増額）
久慈市）資格等の必要な専門性の高い業務であることから、平成29年４月１日より報酬が引き上げられた。
一関市）月額報酬157,300円から158,300円へ増額

前年度末 相談員総数

盛岡市）相談実務に必要な知識・技能を習得するため研修への積極的参加を促したもの。
宮古市）各種研修会に消費生活相談員等を参加させて知識技能の習得と資質向上を図った。
花巻市）消費生活に係る専門的な知識や相談技術を習得するための研修に参加した。
北上市）全国規模の研修会に全相談員を必ず１回参加させた。
久慈市）研修参加による知識技能習得を支援した。
遠野市）研修に参加させ、必要な専門知識及び相談処理技法を習得させた。
一関市）消費生活相談員の研修参加を支援した。（出張旅費及び研修受講料）
釜石市）消費生活相談員等の研修参加費用を支援した。
二戸市）相談員の研修参加のための費用を支援した。
八幡平市）知識技能の習得のための研修参加に支援した。
雫石町）県及び関係機関が実施する各種研修会へ積極的に派遣した。

処遇改善の取組 実施市町村及び具体的内容

人相談員総数 42前年度末

うち定数内の相談員

相談員総数 人

相談員総数 42

奥州市）特別休暇の改正（子の看護休暇の対象年齢の引き上げ、子の死亡時の休暇日数の拡大）が行われた。

今年度末実績 相談員総数

③就労環境の向上

④その他

②研修参加支援

①報酬の向上



【実績報告】 別添

１．総括表 （単位：円）

交付金 基金
（交付金相当分）

都道府県全体（①＋②＋③） 49,457,749 40,213,492 9,237,365

　①食品等の放射性物質検査等に係る事業 8,499,057 0 8,492,165

　②東日本大震災に伴う消費生活相談への対応に係る事業 0 0 0

　③その他の東日本大震災に伴う緊急対応に係る事業 40,958,692 40,213,492 745,200

都道府県事業（④＋⑤＋⑥） 41,168,954 40,213,492 953,462

　④食品等の放射性物質検査等に係る事業 955,462 0 953,462

　⑤東日本大震災に伴う消費生活相談への対応に係る事業 0 0 0

　⑥その他の東日本大震災に伴う緊急対応に係る事業 40,213,492 40,213,492 0

管内市区町村事業（⑦＋⑧＋⑨） 8,288,795 0 8,283,903

　⑦食品等の放射性物質検査等に係る事業 7,543,595 0 7,538,703

　⑧東日本大震災に伴う消費生活相談への対応に係る事業 0 0 0

　⑨その他の東日本大震災に伴う緊急対応に係る事業 745,200 0 745,200

２．都道府県による事業 （単位：円）

交付金 基金
（交付金相当分）

消費生活相談機能整備・強化事業
（食品放射性物質検査強化事業） 1 1

県内に流通する食品の放射性物質汚染に対する県民の不
安を解消するため、放射性物質検査を実施（検査作業員人
件費分を除く）

337,961 337,961

地域社会における消費者問題解
決力の強化に関する事業
（食品放射性物質検査強化事業） 1 6

県内に流通する食品の放射性物質汚染に対する県民の不
安を解消するため、放射性物質検査を実施（検査作業員人
件費分）

617,513 615,501

地域社会における消費者問題解
決力の強化に関する事業
（いわて農林水産物消費者理解増
進対策事業費補助）

3 6

物産フェア等を開催する市町村や生産者団体等を対象に必
要な経費を交付

14,283,118 14,283,118

地域社会における消費者問題解
決力の強化に関する事業
（農林水産物安全安心パブリシティ
強化事業）

3 6

広く消費者に対しポスター等により情報を発信

11,197,860 11,197,860

地域社会における消費者問題解
決力の強化に関する事業
（いわての食財安全・安心情報発
信事業）

3 6

イベント等で配布するリーフレット等を作成

5,362,446 5,362,446

地域社会における消費者問題解
決力の強化に関する事業
（いわての食財信頼確保対策事
業）

3 6

県が県産食材の安全・安心に関するフェア等を開催

10,507,760 9,370,068

計 42,306,658 40,213,492 953,462

３．市区町村による事業 （単位：円）

交付金 基金
（交付金相当分）

消費生活相談機能整備・強化事業
（商品テスト） 1 1 食品に含まれる放射性物質検査の実施 241,000 241,000 盛岡市

地域社会における消費者問題解
決力の強化に関する事業 1 6 食品に含まれる放射性物質検査の実施 2,246,969 2,246,969 盛岡市

消費生活相談機能整備・強化事業
（商品テスト） 1 1 食品に含まれる放射性物質検査の実施 775,543 770,651 花巻市

地域社会における消費者問題解
決力の強化に関する事業 1 6 食品に含まれる放射性物質検査の実施 3,568,349 3,568,349 花巻市

消費生活相談機能整備・強化事業
（商品テスト） 1 1 放射性物質検査機器貸与に伴う維持管理費 378,000 378,000 一関市

消費生活相談機能整備・強化事業
（商品テスト） 1 1 食品の放射性物質測定消耗品購入、保守点検 333,734 333,734 奥州市

地域社会における消費者問題解
決力の強化に関する事業 3 6 仮設住宅における無料弁護士法律相談の開催 745,200 745,200 陸前高田市

計 8,288,795 0 8,283,903

４．基金の管理（復興分） （単位：円）

前年度末の基金残高（活性化交付金相当分） 10,577,181        

9,237,365          

1,269                

1,341,085

注1　事業毎に記載し、１事業あたり１事業区分となるように記載。

注3　地方消費者行政推進交付金管理運営要領別紙に掲げる事業メニューの番号（以下）を記載。

　　　　１　消費生活相談機能整備・強化事業

　　　　２　消費生活相談員養成事業

　　　　３　消費生活相談員等レベルアップ事業

　　　　４　消費生活相談体制整備事業

　　　　５　市町村の基礎的な取組に対する支援事業

　　　　６　地域社会における消費者問題解決力の強化に関する事業

　　　　７　消費者安全法第47条第２項に基づく法定受託事務

平成２９年度地方消費者行政推進交付金（特別会計）による事業（都道府県及び市町村）

事業経費
交付金対象経費

事業経費
事業名
（注1）

事業区分①
（注2）

事業区分②
（メニュー注3）

備考

市町村名

今年度の基金積戻し額（活性化交付金相当分）

事業名
（注1）

事業概要
交付金対象経費

事業経費
交付金対象経費

注2　食品等の放射性物質検査等に係る事業は「１」、東日本大震災に伴う消費生活相談への対応に係る事業は「２」、その他の東日本大震災に伴う
　　緊急対応に係る事業は「３」を記載。

今年度の基金取崩し額（活性化交付金相当分）

今年度の基金運用収入予定（活性化交付金相当分）

事業区分②
（メニュー注3）

事業概要
事業区分①

（注2）

今年度末の予定基金残高（活性化交付金相当分）
　（※出納整理後の残高）
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